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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
平成20年度
第１四半期連結
累計(会計)期間

平成21年度
第１四半期連結
累計(会計)期間

平成20年度

会計期間
 自平成20年４月１日 
至平成20年６月30日

 自平成21年４月１日 
至平成21年６月30日

 自平成20年４月１日 
至平成21年３月31日

売上高 百万円 610,098 259,115 1,973,572

経常損益 百万円 16,175 △27,768 △14,926

四半期（当期）純損益 百万円 10,298 △26,436 △54,883

純資産額 百万円 317,707 201,670 223,024

総資産額 百万円 1,559,272 1,079,361 1,138,009

１株当たり純資産額 円 △23.75 △44.33 △40.47

１株当たり四半期（当期）

純損益金額
円 1.86 △4.77 △9.91

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
円 1.13 － －

自己資本比率 ％ 19.63 17.80 18.76

営業活動による

キャッシュ・フロー
百万円 33,864 △8,430 △93,335

投資活動による

キャッシュ・フロー
百万円 △21,853 4,189 △94,789

財務活動による

キャッシュ・フロー
百万円 △17,047 △10,313 △4,983

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
百万円 363,554 141,110 154,666

従業員数 人 33,746 31,986 31,905

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して　い

ない。

２. 売上高は、消費税等を含んでいない。

３. 従業員数は就業人員を表示している。

４. 平成21年度第１四半期連結累計(会計)期間及び平成20年度の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利

益

　　金額については、四半期(当期)純損失が計上されているため記載していない。　
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。また、主要な

関係会社における異動もない。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社における従業員数

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 31,986(1,340)

　（注）１．人員数は、就業人員である。（役員を除く。）

２．臨時従業員（パートタイマー、期間社員、派遣社員等）は（　）内に当第１四半期連結会計期間の期末人員を

外数で表示している。

(2）提出会社における従業員数

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 13,123(697)

　（注）１．人員数は、就業人員である。（役員を除く。）

２. 臨時従業員（パートタイマー、期間社員、派遣社員等）は（　）内に当第１四半期会計期間の期末人員を外数

で表示している。

EDINET提出書類

三菱自動車工業株式会社(E02213)

四半期報告書

 3/43



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績は次のとおりである。

 

平成21年度第１四半期連結会計期間
数量（台）

（自　平成21年４月１日）
  至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）　
　

国内 80,520 41.1％

海外 26,250 38.3％

合計 106,770 40.4％

(2）受注状況

　当社は、大口需要等特別の場合を除き、見込生産を行っている。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称

平成21年度第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日）
　至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）　
　

数量（台） 金額（百万円） 数量 金額

自動車事業 212,587 256,17567.7％ 42.2％

金融事業 － 2,922 － 91.1％

消去又は全社 － 17 － －

合計 212,587 259,11567.7％ 42.5％

　（注）１．セグメント間の取引については消去又は全社に表示している。

２．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当

該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりである。

相手先

平成20年度第１四半期
連結会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

平成21年度第１四半期
連結会計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

　三菱商事株式会社 86,065 14.1％ 34,302 13.2％

　MC AUTOMOBILE(EUROPE) N.V.85,119 14.0％ － －

３．上記数量は、四半期報告書提出時点での速報値である。

４．上記金額は、消費税等を含んでいない。

２【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。　
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３【経営上の重要な契約等】

(1) 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等に係る機関決定又は新規締結はない。　

(2) 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約の変更及び終了はない。　

　

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況　

当第１四半期連結会計期間における事業環境は、在庫調整の進展や各国政府・中央銀行の景気刺激策・金融

緩和政策により、2008年度後半からの急激な景気の悪化は一服し、最悪期は脱したと見られるものの、その水

準は極めて低く、厳しい状況が続いた。

このような事業環境の中、当社グループの売上高、営業損益、経常損益、当期損益は、前年同期実績を下回

った。

販売台数（小売）は、日本、北米、欧州、アジア・その他地域の全地域で減少し、全体では213千台（前年同

期比△101千台、同△32％）となった。

地域別には、日本では、エコカーに対する減税や補助金の効果が表れ、月を追う毎に改善したものの前年同

期比では回復には至らず、31千台（前年同期比△８千台、同△21％）となった。北米では、カナダでほぼ前年並み

の販売となったものの、総需要が低迷する米国の減少により21千台（同△16千台、同△42％）となった。欧州で

は、ドイツなどにおいて、政府の景気刺激策による販売押し上げ効果が顕在化しているものの、ロシアやウクライ

ナ市場の冷え込みによる販売台数の減少が大きく、49千台（同△43千台、同△47％）となった。アジア・その他地

域では、中国やフィリピンなどで増加、また豪州などでも回復の兆しが見えつつあるものの、全体では112千台

（同△34千台、同△24％）となった。

売上高は、販売台数の減少および為替の円高により、2,591億円（前年同期比△3,510億円、同△58％）となっ

た。

営業損益は、販売費用の削減の他、前年度実施の米国における工場設備等の減損損失処理による減価償却費

の減少効果、労務費を含む全事業領域における費用削減努力などが増益要因となったものの、販売台数の減少

および為替の円高が大きな減益要因となり、296億円の損失（前年同期は営業利益99億円）となった。

経常損益は、外国為替差益を営業外収益として計上したことなどにより、278億円の損失となった。

当期損益は、売上債権減少に伴う貸倒引当金の戻入益を特別利益として計上したことなどにより、264億円の

損失となった。

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。

①　自動車事業

　当第１四半期連結会計期間における自動車事業に係る売上高は、2,562億円（前年同期比△58％）となり、営

業損失は302億円（前年同期は営業利益88億円）となった。

②　金融事業

　当第１四半期連結会計期間における金融事業に係る売上高は、29億円（前年同期比△９％）となり、営業

利益は６億円（同△５億円）となった。 

 

所在地別セグメントの業績は次のとおりである。

①　日本

日本は、主として在庫圧縮に伴う売上台数減少などにより、売上高は1,800億円（前年同期比△61％）とな

り、営業損失は259億円（前年同期は営業利益87億円）となった。

②　北米

北米は、米国における総需要の低迷などにより、売上高は315億円（前年同期比△62％）となり、営業損失は

38億円（前年同期は営業損失37億円）となった。

③　欧州

欧州は、売上台数の減少などにより、売上高は476億円（前年同期比△59％）となり、営業損失は19億円

（前年同期は営業損失20億円）となった。

④　アジア・その他地域

アジア・その他地域では、売上台数の減少などにより、売上高は776億円（前年同期比△47％）となり、営

業利益は13億円（同△64億円）となった。 　
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（2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期末における現金及び現金同等物の残高は、1,411億円となり、期首残高に比べ 136億円減少し

た。キャッシュ・フローの状況は次のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローが、四半期純損失であったことなどにより84億円の支出となった。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の減少などにより42億円の収入となった。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還などにより103億円の支出となった。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、 重要な変更はない。

（4）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、6,514百万円である。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,958,285,000

Ａ種優先株式 438,000

Ｂ種優先株式 374,000

Ｃ種優先株式 500,000

Ｄ種優先株式 500,000

Ｅ種優先株式 500,000

Ｆ種優先株式 500,000

Ｇ種優先株式 500,000

計 9,961,597,000

（注）「発行可能株式総数」欄には、平成21年6月30日現在の当社定款に記載されている株式の総数を記載している。
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②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
(平成21年８月７日）

(注)１

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,537,956,8405,537,956,840

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第一部

単元株式数　1,000株

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

第１回

Ａ種優先株式
73,000 73,000 －

単元株式数　１株 

(注) ２，９，10，11

第２回

Ａ種優先株式
25,000 25,000 －

単元株式数　１株

(注) ３，９，10，11 

第３回

Ａ種優先株式
1,000 1,000 －

単元株式数　１株 

(注) ４，９，10，11

第１回

Ｇ種優先株式
130,000 130,000 －

単元株式数　１株  

(注) ５，９，10，11

第２回

Ｇ種優先株式
168,393 168,393 －

単元株式数　１株 

(注) ６，９，10，11

第３回

Ｇ種優先株式
10,200 10,200 －

単元株式数　１株 

(注) ７，９，10，11

第４回

Ｇ種優先株式
30,000 30,000 －

単元株式数　１株 

(注) ８，９，10，11

計 5,538,394,4335,538,394,433 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの優先株式の普通株式へ

の転換による増減は含まれていない。

２．第１回Ａ種優先株式の内容は次のとおりである。

（１）優先配当金

① 優先配当金

当社は、定款第44条に定める期末配当金の支払いを行うときは、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載

又は記録された第１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録

株式質権者に先立ち、かつ下記（注）９（１）に定める支払順位に従い、第１回Ａ種優先株式１株につ

き各事業年度において以下に定める第１回Ａ種優先配当金を支払う。

平成21年３月31日に終了する事業年度までは、第１回Ａ種優先配当金の額は無配とする。

平成21年４月１日に開始する事業年度以降は、第１回Ａ種優先配当金の額は50,000円とする。　

② 非累積条項

ある事業年度において第１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金

の配当の額が第１回Ａ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しな

い。　　

③ 非参加条項

第１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者に対しては、第１回Ａ種優先配当金を超えて配

当はしない。

（２）優先中間配当金

当社は、定款第45条に定める中間配当金の支払いを行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又

は記録された第１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録株式

質権者に先立ち、かつ下記（注）９（２）に定める支払順位に従い、第１回Ａ種優先株式１株につき、第１

回Ａ種優先配当金の２分の１に相当する額の金銭を支払う。第１回Ａ種優先中間配当金が支払われた場合

においては、第１回Ａ種優先配当金の支払いは、当該第１回Ａ種優先中間配当金を控除した額による。

EDINET提出書類

三菱自動車工業株式会社(E02213)

四半期報告書

 9/43



（３）残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、第１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者に対し、普通

株主及び普通登録株式質権者に先立ち、かつ下記（注）９（３）に定める支払順位に従い、第１回Ａ種優

先株式１株につき金100万円を支払う。第１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者に対して

は、上記のほか、残余財産の分配は行わない。

（４）株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

当社は、法令に定める場合を除き、第１回Ａ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当社は、

第１回Ａ種優先株主又は第１回Ａ種優先登録株式質権者には、会社法第202条第１項に基づく募集株式の

割当て又は同法第241条第１項に基づく募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。

（５）議決権

第１回Ａ種優先株主は、法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 　

（６）転換請求権

第１回Ａ種優先株主は、以下に定める転換を請求し得べき期間中、以下に定める転換の条件で、当社に対

し、第１回Ａ種優先株主が有する第１回Ａ種優先株式を取得し、これと引換えに当社の普通株式を交付す

ること（以下、当社がある種類の株式を取得し、それと引換えに当社の他の種類の株式を交付することを

「転換」という。）を請求することができる。但し、下記①に定める各転換請求可能日において、剰余授権

株式数（第１回Ａ種優先株式発行要項に定義される。）が請求対象普通株式総数（第１回Ａ種優先株式発

行要項に定義される。）を下回る場合には、（I）各第１回Ａ種優先株主が当該転換請求可能日に普通株式

への転換を請求した第１回Ａ種優先株式の数に、（II）剰余授権株式数を請求対象普通株式総数で除して

得られる数を乗じた数（小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り下げる。また、０を下回る場合は０

とする。）の第１回Ａ種優先株式についてのみ、当該第１回Ａ種優先株主の請求に基づくその有する第１

回Ａ種優先株式の普通株式への転換の効力が生じるものとし、転換の効力が生じる当該第１回Ａ種優先株

式以外の転換請求にかかる第１回Ａ種優先株式については、転換請求がなされなかったものとみなす。

① 転換を請求し得べき期間

平成17年10月１日から平成26年６月10日（当該日が営業日でない場合には翌営業日）までのうち、毎月

10日（当該日が営業日でない場合には翌営業日）（以下「転換請求可能日」という。）とする。

② 転換の条件

第１回Ａ種優先株式は、下記の転換の条件で当社の普通株式に転換することができる。

（ａ）当初転換価額

当初転換価額は、116円とする。

（ｂ）転換価額の修正

転換価額は、平成17年10月１日以降平成26年６月10日（当該日が営業日でない場合には翌営業日）ま

での各転換請求可能日において、第１回Ａ種優先株式の全部又は一部について転換請求がなされる場

合には、当該転換請求可能日をもって、当該転換請求可能日に先立つ20取引日（売買高加重平均価格

のない日を除く。）の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎取引日の売買

高加重平均価格の平均値に修正されるものとする。但し、当該平均値が当初転換価額の50％に相当す

る額（以下「下限転換価額」という。）を下回る場合には、修正後転換価額は下限転換価額とする。ま

た、当該平均値が当初転換価額の100％に相当する額（以下「上限転換価額」という。）を上回る

場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。
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（ｃ）転換価額の調整

転換価額、下限転換価額及び上限転換価額は、平成16年８月28日以降、時価を下回る払込金額をもって

普通株式を発行する場合その他所定の場合には、下記の算式により調整される。

    （既発行普通株式数

　－自己株式数）

 

＋

　新規発行

　普通株式数
×

１株当たりの

払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
１株当たりの時価

（既発行普通株式数－自己株式数）＋ 新規発行普通株式数

但し、普通株式の株式併合をするときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により、転換価額

を調整する。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

また、転換価額、下限転換価額及び上限転換価額は、合併その他一定の場合にも適宜調整される。

（ｄ）転換により交付すべき普通株式の数

第１回Ａ種優先株式の転換により交付すべき普通株式の数の算出方法は、次のとおりとする。

転換により交付すべき普通株式数 ＝

第１回Ａ種優先株主が転換請求のために提出した

第１回Ａ種優先株式の払込金額相当額の総額

転換価額

（７）強制転換条項

上記（６）①の転換を請求し得べき期間中に転換請求のなかった第１回Ａ種優先株式は、同期間の末日の

翌日（以下「第１回Ａ種優先株式転換基準日」という。）以降の日で取締役会で定める日をもって、第１

回Ａ種優先株式１株の払込金額相当額を第１回Ａ種優先株式転換基準日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。）で、除して得られる数の普通株式となる。

３．　第２回Ａ種優先株式の内容は次のとおりである。

（１）優先配当金

① 優先配当金

当社は、定款第44条に定める期末配当金の支払いを行うときは、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載

又は記録された第２回Ａ種優先株主又は第２回Ａ種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録

株式質権者に先立ち、かつ下記（注）９（１）に定める支払順位に従い、第２回Ａ種優先株式１株につ

き各事業年度において以下に定める第２回Ａ種優先配当金を支払う。

平成21年３月31日に終了する事業年度までは、第２回Ａ種優先配当金の額は無配とする。

平成21年４月１日に開始する事業年度以降は、第２回Ａ種優先配当金の額は50,000円とする。　

② 非累積条項

ある事業年度において第２回Ａ種優先株主又は第２回Ａ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金

の配当の額が第２回Ａ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しな

い。

③ 非参加条項

第２回Ａ種優先株主又は第２回Ａ種優先登録株式質権者に対しては、第２回Ａ種優先配当金を超えて配

当はしない。

（２）優先中間配当金

当社は、定款第45条に定める中間配当金の支払いを行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又

は記録された第２回Ａ種優先株主又は第２回Ａ種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録株式

質権者に先立ち、かつ下記（注）９（２）に定める支払順位に従い、第２回Ａ種優先株式１株につき、第２

回Ａ種優先配当金の２分の１に相当する額の金銭を支払う。第２回Ａ種優先中間配当金が支払われた場合

においては、第２回Ａ種優先配当金の支払いは、当該第２回Ａ種優先中間配当金を控除した額による。
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（３）残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、第２回Ａ種優先株主又は第２回Ａ種優先登録株式質権者に対し、普通

株主及び普通登録株式質権者に先立ち、かつ下記（注）９（３）に定める支払順位に従い、第２回Ａ種優

先株式１株につき金100万円を支払う。第２回Ａ種優先株主又は第２回Ａ種優先登録株式質権者に対して

は、上記のほか、残余財産の分配は行わない。

（４）株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

当社は、法令に定める場合を除き、第２回Ａ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当社は、

第２回Ａ種優先株主又は第２回Ａ種優先登録株式質権者には、会社法第202条第１項に基づく募集株式の

割当て又は、同法第241条第１項に基づく募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。

（５）議決権

第２回Ａ種優先株主は、法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

（６）転換請求権

第２回Ａ種優先株主は、以下に定める転換を請求し得べき期間中、以下に定める転換の条件で、その有する

第２回Ａ種優先株式の普通株式への転換を請求することができる。

① 転換を請求し得べき期間

平成17年10月１日から平成26年６月10日（当該日が営業日でない場合には翌営業日）までのうち、毎月

10日（当該日が営業日でない場合には翌営業日）（以下「転換請求可能日」という。）とする。

② 転換の条件

第２回Ａ種優先株式は、下記の転換の条件で当社の普通株式に転換することができる。

（ａ）当初転換価額

当初転換価額は、116円とする。

（ｂ）転換価額の修正

転換価額は、平成17年10月１日以降平成26年６月10日（当該日が営業日でない場合には翌営業日）ま

での各転換請求可能日において、第２回Ａ種優先株式の全部又は一部について転換請求がなされる場

合には、当該転換請求可能日をもって、当該転換請求可能日に先立つ20取引日（売買高加重平均価格

のない日を除く。）の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎取引日の売買

高加重平均価格の平均値に修正されるものとする。但し、当該平均値が当初転換価額の50％に相当す

る額（但し、下限を30円とする。）（以下「下限転換価額」という。）を下回る場合には、修正後転換

価額は下限転換価額とする。また、当該平均値が当初転換価額の100％に相当する額（以下「上限転換

価額」という。）を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。

（ｃ）転換価額の調整

転換価額、下限転換価額及び上限転換価額は、平成16年８月28日以降、時価を下回る払込金額をもって

普通株式を発行する場合その他所定の場合には、下記の算式により調整される。

    （既発行普通株式数

　－自己株式数）

 

＋

 新規発行

 普通株式数
×

１株当たりの

払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
１株当たりの時価

（既発行普通株式数－自己株式数）＋ 新規発行普通株式数

但し、普通株式の株式併合をするときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により、転換価額

を調整する。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

また、転換価額、下限転換価額及び上限転換価額は、合併その他一定の場合にも適宜調整される。
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（ｄ）転換により交付すべき普通株式の数

第２回Ａ種優先株式の転換により交付すべき普通株式の数の算出方法は、次のとおりとする。

転換により交付すべき普通株式数 ＝

第２回Ａ種優先株主が転換請求のために提出した

第２回Ａ種優先株式の払込金額相当額の総額

転換価額

（７）強制転換条項

上記（６）①の転換を請求し得べき期間中に転換請求のなかった第２回Ａ種優先株式は、同期間の末日の

翌日（以下「第２回Ａ種優先株式転換基準日」という。）以降の日で取締役会で定める日をもって、第２

回Ａ種優先株式１株の払込金額相当額を第２回Ａ種優先株式転換基準日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。）で、除して得られる数の普通株式となる。

４．第３回Ａ種優先株式の内容は次のとおりである。

（１）優先配当金

① 優先配当金 

当社は、定款第44条に定める期末配当金の支払いを行うときは、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載

又は記録された第３回Ａ種優先株主又は第３回Ａ種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録

株式質権者に先立ち、かつ下記（注）９（1）に定める支払順位に従い、第３回Ａ種優先株式１株につき

各事業年度において以下に定める第３回Ａ種優先配当金を支払う。

平成21年３月31日に終了する事業年度までは、第３回Ａ種優先配当金の額は無配とする。

平成21年４月１日に開始する事業年度以降は、第３回Ａ種優先配当金の額は50,000円とする。　

② 非累積条項

ある事業年度において第３回Ａ種優先株主又は第３回Ａ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金

の配当の額が第３回Ａ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しな

い。

③ 非参加条項

第３回Ａ種優先株主又は第３回Ａ種優先登録株式質権者に対しては、第３回Ａ種優先配当金を超えて配

当はしない。

（２）優先中間配当金

当社は、定款第45条に定める中間配当金の支払いを行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又

は記録された第３回Ａ種優先株主又は第３回Ａ種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録株式

質権者に先立ち、かつ下記（注）９（２）に定める支払順位に従い、第３回Ａ種優先株式１株につき、第３

回Ａ種優先配当金の２分の１に相当する額の金銭を支払う。第３回Ａ種優先中間配当金が支払われた場合

においては、第３回Ａ種優先配当金の支払いは、当該第３回Ａ種優先中間配当金を控除した額による。

（３）残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、第３回Ａ種優先株主又は第３回Ａ種優先登録株式質権者に対し、普通

株主及び普通登録株式質権者に先立ち、かつ下記（注）９（３）に定める支払順位に従い、第３回Ａ種優

先株式１株につき金100万円を支払う。第３回Ａ種優先株主又は第３回Ａ種優先登録株式質権者に対して

は、上記のほか、残余財産の分配は行わない。

（４）株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

当社は、法令に定める場合を除き、第３回Ａ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当社は、

第３回Ａ種優先株主又は第３回Ａ種優先登録株式質権者には、会社法第202条第１項に基づく募集株式の

割当て又は同法第241条第１項に基づく募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。

（５）議決権

第３回Ａ種優先株主は、法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しない。
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（６）転換請求権

第３回Ａ種優先株主は、以下に定める転換を請求し得べき期間中、以下に定める転換の条件で、その有する

第３回Ａ種優先株式の普通株式への転換を請求することができる。

 ① 転換を請求し得べき期間

平成17年10月１日から平成26年６月10日（当該日が営業日でない場合には翌営業日）までのうち、毎月

10日（当該日が営業日でない場合には翌営業日）（以下「転換請求可能日」という。）とする。

 ② 転換の条件

第３回Ａ種優先株式は、下記の転換の条件で当社の普通株式に転換することができる。

（ａ）当初転換価額

当初転換価額は、96円とする。

（ｂ）転換価額の修正

転換価額は、平成17年10月１日以降平成26年６月10日（当該日が営業日でない場合には翌営業日）ま

での各転換請求可能日において、第３回Ａ種優先株式の全部又は一部について転換請求がなされる場

合には、当該転換請求可能日をもって、当該転換請求可能日に先立つ20取引日（売買高加重平均価格

のない日を除く。）の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎取引日の売買

高加重平均価格の平均値に修正されるものとする。但し、当該平均値が当初転換価額の

50％に相当する額（但し、下限30円とする。）（以下「下限転換価額」という。）を下回る場合

には、修正後転換価額は下限転換価額とする。また、当該平均値が当初転換価額の100％に相当する額

（以下「上限転換価額」という。）を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。

（ｃ）転換価額の調整

転換価額、下限転換価額及び上限転換価額は、当初転換価額が決定された日の翌日以降、時価を下回る

払込金額をもって普通株式を発行する場合その他所定の場合には、下記の算式により調整される。

    （既発行普通株式数

　－自己株式数）

 

＋

新規発行

普通株式数
×

１株当たりの

払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
１株当たりの時価

（既発行普通株式数－自己株式数）＋ 新規発行普通株式数

但し、普通株式の株式併合をするときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により、転換価額

を調整する。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

また、転換価額、下限転換価額及び上限転換価額は、合併その他一定の場合にも適宜調整される。

（ｄ）転換により交付すべき普通株式の数

第３回Ａ種優先株式の転換により交付すべき普通株式の数の算出方法は、次のとおりとする。

転換により発行すべき普通株式数 ＝

第３回Ａ種優先株主が転換請求のために提出した

第３回Ａ種優先株式の払込金額相当額の総額

転換価額

（７）強制転換条項

上記（６）①の転換を請求し得べき期間中に転換請求のなかった第３回Ａ種優先株式は、同期間の末日の

翌日（以下「第３回Ａ種優先株式転換基準日」という。）以降の日で取締役会で定める日をもって、第３

回Ａ種優先株式１株の払込金額相当額を第３回Ａ種優先株式転換基準日に先立つ45取引日目に始まる30

取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。）で、除して得られる数の普通株式となる。

EDINET提出書類

三菱自動車工業株式会社(E02213)

四半期報告書

14/43



５．　第１回Ｇ種優先株式の内容は次のとおりである。

（１）優先配当金

① 優先配当金

当社は、定款第44条に定める期末配当金の支払いを行うときは、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載

又は記録された第１回Ｇ種優先株主又は第１回Ｇ種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録

株式質権者に先立ち、かつ下記（注）９（１）に定める支払順位に従い、第１回Ｇ種優先株式１株につ

き各事業年度において以下に定める第１回Ｇ種優先配当金を支払う。

平成21年３月31日に終了する事業年度までは、第１回Ｇ種優先配当金の額は無配とする。

平成21年４月１日に開始する事業年度以降は、第１回Ｇ種優先配当金の額は50,000円とする。

② 非累積条項

ある事業年度において第１回Ｇ種優先株主又は第１回Ｇ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金

の配当の額が第１回Ｇ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しな

い。

③ 非参加条項

第１回Ｇ種優先株主又は第１回Ｇ種優先登録株式質権者に対しては、第１回Ｇ種優先配当金を超えて配

当はしない。

（２）優先中間配当金

当社は、定款第45条に定める中間配当金の支払いを行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又

は記録した第１回Ｇ種優先株主又は第１回Ｇ種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録株式質

権者に先立ち、かつ下記（注）９（２）の定める支払順位に従い、第１回Ｇ種優先株式１株につき、第１回

Ｇ種優先配当金の２分の１に相当する額の金銭を支払う。第１回Ｇ種優先中間配当金が支払われた場合に

おいては、第１回Ｇ種優先配当金の支払いは、当該第１回Ｇ種優先中間配当金を控除した額による。 

（３）残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、第１回Ｇ種優先株主又は第１回Ｇ種優先登録株式質権者に対し、普通

株主及び普通登録株式質権者に先立ち、かつ下記（注）９（３）に定める支払順位に従い、第１回Ｇ種優

先株式１株につき金100万円を支払う。第１回Ｇ種優先株主又は第１回Ｇ種優先登録株式質権者に対して

は、上記のほか、残余財産の分配は行わない。

（４）株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

当社は、法令に定める場合を除き、第１回Ｇ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当社は、

第１回Ｇ種優先株主又は第１回Ｇ種優先登録株式質権者には、会社法第202条第１項に基づく募集株式の

割当て又は同法第241条第１項に基づく募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。

（５）議決権

第１回Ｇ種優先株主は、法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

（６）転換請求権

第１回Ｇ種優先株主は、以下に定める転換を請求し得べき期間中、以下に定める転換の条件で、その有する

第１回Ｇ種優先株式の普通株式への転換を請求することができる。但し、下記①に定める各転換請求可能

日において、剰余授権株式数（第１回Ｇ種優先株式発行要項に定義される。）が請求対象普通株式総数

（第１回Ｇ種優先株式発行要項に定義される。）を下回る場合には、（I）各第１回Ｇ種優先株主が当該転

換請求可能日に普通株式への転換を請求した第１回Ｇ種優先株式の数に、（II）剰余授権株式数を請求対

象普通株式総数で除して得られる数を乗じた数（小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り下げる。

また、０を下回る場合は０とする。）の第１回Ｇ種優先株式についてのみ、当該第１回Ｇ種優先株主の請求

に基づくその有する第１回Ｇ種優先株式の普通株式への転換の効力が生じるものとし、転換の効力が生じ

る当該第１回Ｇ種優先株式以外の転換請求にかかる第１回Ｇ種優先株式については、転換請求がなされな

かったものとみなす。

① 転換を請求し得べき期間

平成17年10月１日以降のうち、毎月10日（当該日が営業日でない場合には翌営業日）（以下「転換請求

可能日」という。）とする。

②　転換の条件

第１回Ｇ種優先株式は、下記の転換の条件で当社の普通株式に転換することができる。

（ａ）当初転換価額

当初転換価額は、113円とする。
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（ｂ）転換価額の修正

転換価額は、平成17年10月１日以降の各転換請求可能日において、第１回Ｇ種優先株式の全部又は一

部について転換請求がなされる場合には、当該転換請求可能日をもって、当該転換請求可能日に先立

つ20取引日（売買高加重平均価格のない日を除く。）の株式会社東京証券取引所における当社の普通

株式の普通取引の毎取引日の売買高加重平均価格の平均値に修正されるものとする。但し、当該平均

値が当初転換価額の50％に相当する額（以下「下限転換価額」という。）を下回る場合には、修正後

転換価額は下限転換価額とする。また、当該平均値が当初転換価額の100％に相当する額（以下「上限

転換価額」という。）を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。

（ｃ）転換価額の調整

転換価額、上限転換価額及び下限転換価額は、平成16年９月１日以降、時価を下回る払込金額もって普

通株式を発行する場合その他所定の場合には、下記の算式により調整される。 

    （既発行普通株式数

　－自己株式数）

 

＋

新規発行

普通株式数
×

１株当たりの

払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
１株当たりの時価

（既発行普通株式数－自己株式数）＋ 新規発行普通株式数

但し、普通株式の株式併合をするときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により、転換価額

を調整する。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

また、転換価額、下限転換価額及び上限転換価額は、合併その他一定の場合にも適宜調整される。 

（ｄ）転換により交付すべき普通株式の数

第１回Ｇ種優先株式の転換により交付すべき普通株式の数の算出方法は、次のとおりとする。

転換により交付すべき普通株式数 ＝

第１回Ｇ種優先株主が転換請求のために提出した

第１回Ｇ種優先株式の払込金額相当額の総額

転換価額

６．　第２回Ｇ種優先株式の内容は次のとおりである。

（１）優先配当金

① 優先配当金

当社は、定款第44条に定める期末配当金の支払いを行うときは、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載

又は記録された第２回Ｇ種優先株主又は第２回Ｇ種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録

株式質権者に先立ち、かつ下記（注）９（１）に定める支払順位に従い、第２回Ｇ種優先株式１株につ

き各事業年度において以下に定める第２回Ｇ種優先配当金を支払う。

平成21年３月31日に終了する事業年度までは、第２回Ｇ種優先配当金の額は無配とする。

平成21年４月１日に開始する事業年度以降は、第２回Ｇ種優先配当金の額は50,000円とする。

② 非累積条項

ある事業年度において第２回Ｇ種優先株主又は第２回Ｇ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金

の配当の額が第２回Ｇ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しな

い。

③ 非参加条項

第２回Ｇ種優先株主又は第２回Ｇ種優先登録株式質権者に対しては、第２回Ｇ種優先配当金を超えて配

当はしない。
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（２）優先中間配当金

当社は、定款第45条に定める中間配当金の支払いを行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又

は記録した第２回Ｇ種優先株主又は第２回Ｇ種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録株式質

権者に先立ち、かつ下記（注）９（２）の定める支払順位に従い、第２回Ｇ種優先株式１株につき、第２回

Ｇ種優先配当金の２分の１に相当する額の金銭を支払う。第２回Ｇ種優先中間配当金が支払われた場合に

おいては、第２回Ｇ種優先配当金の支払いは、当該第２回Ｇ種優先中間配当金を控除した額による。 

（３）残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、第２回Ｇ種優先株主又は第２回Ｇ種優先登録株式質権者に対し、普通

株主及び普通登録株式質権者に先立ち、かつ下記（注）９（３）に定める支払順位に従い、第２回Ｇ種優

先株式１株につき金100万円を支払う。第２回Ｇ種優先株主又は第２回Ｇ種優先登録株式質権者に対して

は、上記のほか、残余財産の分配は行わない。

（４）株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

当社は、法令に定める場合を除き、第２回Ｇ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当社は、

第２回Ｇ種優先株主又は第２回Ｇ種優先登録株式質権者には、会社法第202条第１項に基づく募集株式の

割当て又は同法第241条第１項に基づく募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。

（５）議決権

第２回Ｇ種優先株主は、法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

（６）転換請求権

第２回Ｇ種優先株主は、以下に定める転換を請求し得べき期間中、以下に定める転換の条件で、その有する

第２回Ｇ種優先株式の普通株式への転換を請求することができる。但し、下記①に定める各転換請求可能

日において、剰余授権株式数（第２回Ｇ種優先株式発行要項に定義される。）が請求対象普通株式総数

（第２回Ｇ種優先株式発行要項に定義される。）を下回る場合には、（I）各第２回Ｇ種優先株主が当該転

換請求可能日に普通株式への転換を請求した第２回Ｇ種優先株式の数に、（II）剰余授権株式数を請求対

象普通株式総数で除して得られる数を乗じた数（小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り下げる。

また、０を下回る場合は０とする。）の第２回Ｇ種優先株式についてのみ、当該第２回Ｇ種優先株主の請求

に基づくその有する第２回Ｇ種優先株式の普通株式への転換の効力が生じるものとし、転換の効力が生じ

る当該第２回Ｇ種優先株式以外の転換請求にかかる第２回Ｇ種優先株式については、転換請求がなされな

かったものとみなす。

① 転換を請求し得べき期間

平成17年10月１日以降のうち、毎月10日（当該日が営業日でない場合には翌営業日）（以下「転換請求

可能日」という。）とする。

②　転換の条件

第２回Ｇ種優先株式は、下記の転換の条件で当社の普通株式に転換することができる。

（ａ）当初転換価額

当初転換価額は、143円とする。

（ｂ）転換価額の修正

転換価額は、平成17年10月１日以降の各転換請求可能日において、第２回Ｇ種優先株式の全部又は一

部について転換請求がなされる場合には、当該転換請求可能日をもって、当該転換請求可能日に先立

つ20取引日（売買高加重平均価格のない日を除く。）の株式会社東京証券取引所における当社の普通

株式の普通取引の毎取引日の売買高加重平均価格の平均値に修正されるものとする。但し、当該平均

値が当初転換価額の50％に相当する額（以下「下限転換価額」という。）を下回る場合には、修正後

転換価額は下限転換価額とする。また、当該平均値が当初転換価額の100％に相当する額（以下「上限

転換価額」という。）を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。
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（ｃ）転換価額の調整

転換価額、上限転換価額及び下限転換価額は、平成17年３月11日以降、時価を下回る払込金額をもって

普通株式を発行する場合その他所定の場合には、下記の算式により調整される。 

    （既発行普通株式数

　－自己株式数）

 

＋

新規発行

普通株式数
×

１株当たりの

払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
１株当たりの時価

（既発行普通株式数－自己株式数）＋ 新規発行普通株式数

但し、普通株式の株式併合をするときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により、転換価額

を調整する。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

また、転換価額、下限転換価額及び上限転換価額は、合併その他一定の場合にも適宜調整される。 

（ｄ）転換により交付すべき普通株式の数

第２回Ｇ種優先株式の転換により交付すべき普通株式の数の算出方法は、次のとおりとする。

転換により交付すべき普通株式数 ＝

第２回Ｇ種優先株主が転換請求のために提出した

第２回Ｇ種優先株式の払込金額相当額の総額

転換価額

７．　第３回Ｇ種優先株式の内容は次のとおりである。

（１）優先配当金

① 優先配当金

当社は、定款第44条に定める期末配当金の支払いを行うときは、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載

又は記録された第３回Ｇ種優先株主又は第３回Ｇ種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録

株式質権者に先立ち、かつ下記（注）９（１）に定める支払順位に従い、第３回Ｇ種優先株式１株につ

き各事業年度において以下に定める第３回Ｇ種優先配当金を支払う。

平成21年３月31日に終了する事業年度までは、第３回Ｇ種優先配当金の額は無配とする。

平成21年４月１日に開始する事業年度以降は、第３回Ｇ種優先配当金の額は50,000円とする。

② 非累積条項

ある事業年度において第３回Ｇ種優先株主又は第３回Ｇ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金

の配当の額が第３回Ｇ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しな

い。

③ 非参加条項

第３回Ｇ種優先株主又は第３回Ｇ種優先登録株式質権者に対しては、第３回Ｇ種優先配当金を超えて配

当はしない。

（２）優先中間配当金

当社は、定款第45条に定める中間配当金の支払いを行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又

は記録された第３回Ｇ種優先株主又は第３回Ｇ種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録株式

質権者に先立ち、かつ下記（注）９（２）の定める支払順位に従い、第３回Ｇ種優先株式１株につき、第３

回Ｇ種優先配当金の２分の１に相当する額の金銭を支払う。第３回Ｇ種優先中間配当金が支払われた場合

においては、第３回Ｇ種優先配当金の支払いは、当該第３回Ｇ種優先中間配当金を控除した額による。

（３）残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、第３回Ｇ種優先株主又は第３回Ｇ種優先登録株式質権者に対し、普通

株主及び普通登録株式質権者に先立ち、かつ下記（注）９（３）に定める支払順位に従い、第３回Ｇ種優

先株式１株につき金100万円を支払う。第３回Ｇ種優先株主又は第３回Ｇ種優先登録株式質権者に対して

は、上記のほか、残余財産の分配は行わない。
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（４）株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

当社は、法令に定める場合を除き、第３回Ｇ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当社は、

第３回Ｇ種優先株主又は第３回Ｇ種優先登録株式質権者には、会社法第202条第１項に基づく募集株式の

割当て又は同法第241条第１項に基づく募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。

（５）議決権

第３回Ｇ種優先株主は、法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

（６）転換請求権

第３回Ｇ種優先株主は、以下に定める転換を請求し得べき期間中、以下に定める転換の条件で、その有する

第３回Ｇ種優先株式の普通株式への転換を請求することができる。但し、下記①に定める各転換請求可能

日において、剰余授権株式数（第３回Ｇ種優先株式発行要項に定義される。）が請求対象普通株式総数

（第３回Ｇ種優先株式発行要項に定義される。）を下回る場合には、（I）各第３回Ｇ種優先株主が当該転

換請求可能日に普通株式への転換を請求した第３回Ｇ種優先株式の数に、（II）剰余授権株式数を請求対

象普通株式総数で除して得られる数を乗じた数（小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り下げる。

また、０を下回る場合は０とする。）の第３回Ｇ種優先株式についてのみ、当該第３回Ｇ種優先株主の請求

に基づくその有する第３回Ｇ種優先株式の普通株式への転換の効力が生じるものとし、転換の効力が生じ

る当該第３回Ｇ種優先株式以外の転換請求にかかる第３回Ｇ種優先株式については、転換請求がなされな

かったものとみなす。

① 転換を請求し得べき期間

平成17年10月１日以降のうち、毎月10日（当該日が営業日でない場合には翌営業日）（以下「転換請求

可能日」という。）とする。

② 転換の条件

第３回Ｇ種優先株式は、下記の転換の条件で当社の普通株式に転換することができる。

（ａ）当初転換価額

当初転換価額は、139円とする。

（ｂ）転換価額の修正

転換価額は、平成17年10月１日以降の各転換請求可能日において、第３回Ｇ種優先株式の全部又は一

部について転換請求がなされる場合には、当該転換請求可能日をもって、当該転換請求可能日に先立

つ20取引日（売買高加重平均価格のない日を除く。）の株式会社東京証券取引所における当社の普通

株式の普通取引の毎取引日の売買高加重平均価格の平均値に修正されるものとする。但し、当該平均

値が当初転換価額の50％に相当する額（以下「下限転換価額」という。）を下回る場合には、修正後

転換価額は下限転換価額とする。また、当該平均値が当初転換価額の100％に相当する額（以下「上限

転換価額」という。）を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。

（ｃ）転換価額の調整

転換価額、上限転換価額及び下限転換価額は、平成17年３月23日以降、時価を下回る払込金額をもって

普通株式を発行する場合その他所定の場合には、下記の算式により調整される。 

    （既発行普通株式数

　－自己株式数）

 

＋

新規発行

普通株式数
×

１株当たりの

払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
１株当たりの時価

（既発行普通株式数－自己株式数）＋ 新規発行普通株式数

但し、普通株式の株式併合をするときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により、転換価額

を調整する。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

また、転換価額、下限転換価額及び上限転換価額は、合併その他一定の場合にも適宜調整される。 
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（ｄ）転換により交付すべき普通株式の数

第３回Ｇ種優先株式の転換により交付すべき普通株式の数の算出方法は、次のとおりとする。

転換により交付すべき普通株式数 ＝

第３回Ｇ種優先株主が転換請求のために提出した

第３回Ｇ種優先株式の払込金額相当額の総額

転換価額

 ８． 第４回Ｇ種優先株式の内容は次のとおりである。

（１）優先配当金

 ① 優先配当金

当社は、定款第44条に定める期末配当金の支払いを行うときは、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載

又は記録された第４回Ｇ種優先株主又は第４回Ｇ種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録

株式質権者に先立ち、かつ下記（注）９（１）に定める支払順位に従い、第４回Ｇ種優先株式１株につ

き各事業年度において以下に定める第４回Ｇ種優先配当金を支払う。

平成21年３月31日に終了する事業年度までは、第４回Ｇ種優先配当金の額は無配とする。

平成21年４月１日に開始する事業年度以降は、第４回Ｇ種優先配当金の額は50,000円とする。

 ② 非累積条項

ある事業年度において第４回Ｇ種優先株主又は第４回Ｇ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金

の配当の額が第４回Ｇ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しな

い。

 ③ 非参加条項

第４回Ｇ種優先株主又は第４回Ｇ種優先登録株式質権者に対しては、第４回Ｇ種優先配当金を超えて配

当はしない。

（２）優先中間配当金

当社は、定款第45条に定める中間配当金の支払いを行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又

は記録された第４回Ｇ種優先株主又は第４回Ｇ種優先登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録株式

質権者に先立ち、かつ下記（注）９（２）の定める支払順位に従い、第４回Ｇ種優先株式１株につき、第４

回Ｇ種優先配当金の２分の１に相当する額の金銭を支払う。第４回Ｇ種優先中間配当金が支払われた場合

においては、第４回Ｇ種優先配当金の支払いは、当該第４回Ｇ種優先中間配当金を控除した額による。

（３）残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、第４回Ｇ種優先株主又は第４回Ｇ種優先登録株式質権者に対し、普通

株主及び普通登録株式質権者に先立ち、かつ下記（注）９（３）に定める支払順位に従い、第４回Ｇ種優

先株式１株につき金100万円を支払う。第４回Ｇ種優先株主又は第４回Ｇ種優先登録株式質権者に対して

は、上記のほか、残余財産の分配は行わない。

（４）株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

当社は、法令に定める場合を除き、第４回Ｇ種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当社は、

第４回Ｇ種優先株主又は第４回Ｇ種優先登録株式質権者には、会社法第202条第１項に基づく募集株式の

割当て又は同法第241条第１項に基づく募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。

（５）議決権

 第４回Ｇ種優先株主は、法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

（６）転換請求権

 第４回Ｇ種優先株主は、以下に定める転換を請求し得べき期間中、以下に定める転換の条件で、その有す

る第４回Ｇ種優先株式の普通株式への転換を請求することができる。但し、下記①に定める各転換請求可

能日において、剰余授権株式数（第４回Ｇ種優先株式発行要項に定義される。）が請求対象普通株式総数

（第４回Ｇ種優先株式発行要項に定義される。）を下回る場合には、（I）各第４回Ｇ種優先株主が当該転

換請求可能日に普通株式への転換を請求した第４回Ｇ種優先株式の数に、（II）剰余授権株式数を請求対

象普通株式総数で除して得られる数を乗じた数（小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り下げる。

また、０を下回る場合は０とする。）の第４回Ｇ種優先株式についてのみ、当該第４回Ｇ種優先株主の請求

に基づくその有する第４回Ｇ種優先株式の普通株式への転換の効力が生じるものとし、転換の効力が生じ

る当該第４回Ｇ種優先株式以外の転換請求にかかる第４回Ｇ種優先株式については、転換請求がなされな

かったものとみなす。
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① 転換を請求し得べき期間

平成19年10月１日以降のうち、毎月10日（当該日が営業日でない場合には翌営業日）（以下「転換請求

可能日」という。）とする。

② 転換の条件

第４回Ｇ種優先株式は、下記の転換の条件で当社の普通株式に転換することができる。

（ａ）当初転換価額

当初転換価額は、258円とする。

（ｂ）転換価額の修正

転換価額は、平成19年10月１日以降の各転換請求可能日において、第４回Ｇ種優先株式の全部又は一

部について転換請求がなされる場合には、当該転換請求可能日をもって、当該転換請求可能日に先立

つ20取引日（売買高加重平均価格のない日を除く。）の株式会社東京証券取引所における当社の普通

株式の普通取引の毎取引日の売買高加重平均価格の平均値に修正されるものとする。但し、当該平均

値が当初転換価額の30％に相当する額（以下「下限転換価額」という。）を下回る場合には、修正後

転換価額は下限転換価額とする。また、当該平均値が当初転換価額の100％に相当する額（以下「上限

転換価額」という。）を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。

（ｃ）転換価額の調整

転換価額、上限転換価額及び下限転換価額は、平成18年１月31日以降、時価を下回る払込金額をもって

普通株式を発行する場合その他所定の場合には、下記の算式により調整される。 

    （既発行普通株式数

　－自己株式数）

 

＋

新規発行

普通株式数
×

１株当たりの

払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
１株当たりの時価

（既発行普通株式数－自己株式数）＋ 新規発行普通株式数

但し、普通株式の株式併合をするときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により、転換価額

を調整する。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

また、転換価額、下限転換価額及び上限転換価額は、合併その他一定の場合にも適宜調整される。 

（ｄ）転換により交付すべき普通株式の数

第４回Ｇ種優先株式の転換により交付すべき普通株式の数の算出方法は、次のとおりとする。

転換により交付すべき普通株式数 ＝

第４回Ｇ種優先株主が転換請求のために提出した

第４回Ｇ種優先株式の発行価格の総額

転換価額

９． 優先順位

（１）優先配当金の優先順位

Ａ種優先配当金、Ｂ種優先配当金、Ｄ種優先配当金、Ｅ種優先配当金、Ｆ種優先配当金及びＧ種優先配当金

の支払順位は、Ｂ種優先配当金及びＦ種優先配当金を第１順位（それらの間では同順位）とし、Ａ種優先

配当金、Ｄ種優先配当金、Ｅ種優先配当金及びＧ種優先配当金を第２順位（それらの間では同順位）とす

る。

（２）優先中間配当金の優先順位

Ａ種優先中間配当金、Ｂ種優先中間配当金、Ｄ種優先中間配当金、Ｅ種優先中間配当金、Ｆ種優先中間配当

金及びＧ種優先中間配当金の支払順位は、Ｂ種優先中間配当金及びＦ種優先中間配当金を第１順位（それ

らの間では同順位）とし、Ａ種優先中間配当金、Ｄ種優先中間配当金、Ｅ種優先中間配当金及びＧ種優先中

間配当金を第２順位（それらの間では同順位）とする 。
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（３）残余財産の分配の優先順位

Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式、Ｅ種優先株式、Ｆ種優先株式及びＧ種優先株式

にかかる残余財産の分配の支払順位は、Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｆ種優先株式及びＧ種優先株式にか

かる残余財産の分配の支払いを第１順位（それらの間では同順位）とし、Ａ種優先株式、Ｄ種優先株式及

びＥ種優先株式にかかる残余財産の分配の支払いを第２順位（それらの間では同順位）とする。

10.　当該優先株式の単元株式数は、発行価格等を考慮し１株としている。また、当該優先株式は、優先配当を　　 有

しており、法令に定める場合を除き、議決権を有しない。

11.　会社法第322条第２項に規定する定款の定めはない。 

　

EDINET提出書類

三菱自動車工業株式会社(E02213)

四半期報告書

22/43



（２）【新株予約権等の状況】

 新株予約権、新株予約権付社債及びその他提出会社に対して新株の発行を請求できる権利（ストックオプショ

ン）に関する事項は、次のとおりである。

 平成14年６月25日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 908

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式　単元株式数

1,000株　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 908,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）　（注）１ 173

新株予約権の行使期間
平成16年７月１日～

平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）　　　　（注）１

発行価格　 173

資本組入額  87

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

 代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及

び資本組入額」の変更は、優先株の普通株への転換による調整のためである。

優先株の普通株への転換が発生した場合、行使価格の調整は発生の都度ではなく発生月翌月に１回のみ行うこと

とし、発生月の月末日時点の行使価格を当該月の翌月15日より適用する。

発生月の月末日以降翌月15日までの間に、他の事由による普通株式新規発行が生じた場合は、かかる事由による

行使価格の調整をおこなう。

    
既発行株式数

 

＋

　新規発行

　株式数
×

１株当たりの　　　払込

金額

調整後行使価格 ＝ 調整前行使価格 ×
時価

既発行株式数　＋　新規発行株式数

 上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

なお、発行日以降、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合には、行使価格は当該株式の分割又は併合の比率

に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、行使価格の調整を必要とするやむを得

ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価格を調整す

る。

２．（１）各新株予約権の一部行使はできないものとする。

（２）新株予約権の第三者への譲渡、質入れその他一切の処分は認めない。

（３）新株予約権の割り当てを受けた者は、権利行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、執行役員又

は社員の地位にあることを要す。ただし、当社又は当社子会社の取締役又は執行役員を任期満了により退任

した場合、当社社員を定年退職した場合、その他正当な理由のある場合にはこの限りでない。また、新株予約

権の割り当てを受けた者が死亡した場合は、相続人が新株予約権を行使することができる。ただし、いずれ

の場合も新株予約権割当契約に定める条件によるものとする。

（４）上記のほか、新株予約権割当契約で新株予約権の行使の制限その他に関して定めるものとする。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はない。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高 
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

普通株式（注）

58,0005,538,394,4335,046657,355,0604,988433,202,060

　（注）新株予約権の行使による増加である。

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。 
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿により記載する。

①【発行済株式】

 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式

第１回Ａ種優先株式  73,000

第２回Ａ種優先株式  25,000

第３回Ａ種優先株式   1,000

第１回Ｇ種優先株式 130,000

第２回Ｇ種優先株式 168,393

第３回Ｇ種優先株式  10,200

第４回Ｇ種優先株式  30,000

－ (注)１．

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　83,000 － 単元株式数　1,000株

完全議決権株式（その他）
普通株式　　5,537,391,000

（注）２．
5,537,391

単元株式数　1,000株

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株式

単元未満株式
普通株式　　424,840

（注）３．
－

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株式

発行済株式総数 5,538,336,433－ －

総株主の議決権 － 5,537,391 －

　（注）１．（１）株式の総数等 ②発行済株式（注）２．～（注）９．を参照。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式108,000株（議決権の数108個）が含

まれている。

３．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式358株が含まれている。

②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

三菱自動車工業株式会社
東京都港区芝五丁目

33番８号
83,000 － 83,000 0.00

計 － 83,000 － 83,000 0.00

 

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

平成21年
５月

平成21年
６月

最高（円） 156 155 191

最低（円） 125 141 152

　（注）　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。
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３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。

(注)執行役員の異動は次の通りである。

新役名　 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務執行役員 ＣＳＲ推進本部長 常務執行役員
ＣＳＲ推進本部長兼業

務監査部長
中村　義和 平成21年７月１日

執行役員

環境担当役員

社長補佐（渉外・環境

・ＭｉＥＶ・安全保障

担当）兼ＣＳＲ推進本

部副本部長

執行役員

社長補佐（渉外・環境

・ＭｉＥＶ・安全保障

担当）兼ＣＳＲ推進本

部副本部長

大道　正夫 平成21年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、平成20年度第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結

財務諸表規則に基づき、平成21年度第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び平

成21年度第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表

規則に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、平成20年度第１四半期連結累計期間（平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに平成21年度第１四半期連結会計期間（平成21年４

月１日から平成21年６月30日まで）及び平成21年度第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。

EDINET提出書類

三菱自動車工業株式会社(E02213)

四半期報告書

27/43



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

平成21年度
第１四半期連結会計期間末

(平成21年６月30日)

平成20年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 137,617

※2
 167,841

受取手形及び売掛金 ※2, ※4
 71,593

※2, ※4
 89,607

有価証券 ※2
 4,176 －

商品及び製品 ※2
 98,087

※2
 110,658

仕掛品 ※2
 23,831

※2
 19,174

原材料及び貯蔵品 ※2
 55,239

※2
 59,287

その他 ※2
 95,620

※2
 101,902

貸倒引当金 △5,752 △7,528

流動資産合計 480,414 540,943

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 94,415 98,855

機械装置及び運搬具（純額） 154,899 163,687

工具、器具及び備品（純額） 75,874 71,775

土地 96,667 96,494

建設仮勘定 11,855 9,125

有形固定資産合計 ※1, ※2
 433,712

※1, ※2
 439,936

無形固定資産 ※2, ※5
 15,528

※2, ※5
 16,436

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 61,277

※2
 54,650

その他 ※2
 100,852

※2
 98,365

貸倒引当金 △12,424 △12,322

投資その他の資産合計 149,705 140,693

固定資産合計 598,946 597,066

資産合計 1,079,361 1,138,009
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（単位：百万円）

平成21年度
第１四半期連結会計期間末

(平成21年６月30日)

平成20年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 149,402 155,600

短期借入金 217,788 223,026

1年内償還予定の社債 － 25,600

未払金及び未払費用 98,265 114,578

未払法人税等 3,229 4,994

製品保証引当金 31,338 35,561

その他 64,106 60,732

流動負債合計 564,132 620,093

固定負債

社債 200 200

長期借入金 128,934 104,579

退職給付引当金 106,451 106,311

役員退職慰労引当金 925 929

その他 77,047 82,870

固定負債合計 313,558 294,891

負債合計 877,690 914,985

純資産の部

株主資本

資本金 657,355 657,350

資本剰余金 432,666 432,661

利益剰余金 △797,342 △770,750

自己株式 △14 △14

株主資本合計 292,663 319,246

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,649 1,183

繰延ヘッジ損益 847 789

為替換算調整勘定 △105,039 △107,769

評価・換算差額等合計 △100,542 △105,795

少数株主持分 9,549 9,573

純資産合計 201,670 223,024

負債純資産合計 1,079,361 1,138,009
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

平成20年度
第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

平成21年度
第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 610,098 259,115

売上原価 510,430 237,215

売上総利益 99,667 21,899

販売費及び一般管理費

広告宣伝費及び販売促進費 27,253 11,478

運賃 12,450 2,505

役員報酬及び給料手当 18,239 14,623

退職給付引当金繰入額 1,334 1,233

減価償却費 3,659 3,034

研究開発費 9,586 6,514

その他 17,286 12,123

販売費及び一般管理費合計 89,811 51,513

営業利益又は営業損失（△） 9,856 △29,613

営業外収益

受取利息 2,282 532

為替差益 8,408 3,449

その他 1,660 1,597

営業外収益合計 12,351 5,579

営業外費用

支払利息 4,014 3,054

訴訟関連費用 1,427 375

その他 590 304

営業外費用合計 6,032 3,735

経常利益又は経常損失（△） 16,175 △27,768

特別利益

固定資産売却益 164 247

貸倒引当金戻入額 383 942

関係会社清算損失戻入額 － 474

その他 29 192

特別利益合計 576 1,856

特別損失

固定資産除却損 366 275

固定資産売却損 75 3

早期退職金 1,139 405

その他 303 55

特別損失合計 1,884 738

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

14,868 △26,651

法人税、住民税及び事業税 2,300 1,402

法人税等調整額 1,537 △2,376

法人税等合計 3,837 △973

少数株主利益 731 758

四半期純利益又は四半期純損失（△） 10,298 △26,436
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

平成20年度
第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

平成21年度
第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

14,868 △26,651

減価償却費 20,202 17,329

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,265 △1,723

退職給付引当金の増減額（△は減少） 340 120

受取利息及び受取配当金 △2,508 △884

支払利息 4,014 3,054

為替差損益（△は益） △11 △784

持分法による投資損益（△は益） △1,034 △557

固定資産除売却損益（△は益） 277 31

売上債権の増減額（△は増加） 45,233 20,982

たな卸資産の増減額（△は増加） 18,496 16,953

仕入債務の増減額（△は減少） △51,539 △9,085

早期退職金 1,139 405

その他 2,568 △21,349

小計 50,782 △2,158

利息及び配当金の受取額 3,879 977

利息の支払額 △3,912 △3,180

株式譲渡契約に基づく損失補償の支払額 △10,896 －

早期退職金の支払額 △2,428 △1,122

法人税等の支払額 △3,559 △2,946

営業活動によるキャッシュ・フロー 33,864 △8,430

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） － 12,686

有形固定資産の取得による支出 △25,628 △10,459

有形固定資産の売却による収入 4,949 2,745

投資有価証券の取得による支出 △577 △0

長期貸付けによる支出 △319 △2

長期貸付金の回収による収入 196 157

その他 △474 △936

投資活動によるキャッシュ・フロー △21,853 4,189

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） △9,739 △15,339

長期借入れによる収入 － 36,400

長期借入金の返済による支出 △4,311 △3,262

社債の償還による支出 － △25,600

少数株主への配当金の支払額 △578 △586

その他 △2,417 △1,924

財務活動によるキャッシュ・フロー △17,047 △10,313

現金及び現金同等物に係る換算差額 7,020 973

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,984 △13,581

現金及び現金同等物の期首残高 360,902 154,666

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

666 25

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 363,554

※1
 141,110
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

平成21年度第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更

（１）連結の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間より、エムエムシーエー・オート・オーナー・トラスト・2009-Aは新規設立のため、

エムエムシー・カルーガ・インベストメンツ・ビー・ブイは相対的重要性の観点から、連結の範囲に含めている。 

（２）変更後の連結子会社の数

　54社

２．持分法の適用に関する事項の変更

（１）持分法適用関連会社

① 持分法適用関連会社の変更

当第１四半期連結会計期間より、株式会社リチウムエナジージャパン他２社は相対的重要性の観点から、持分法

適用の範囲に含めている。 

② 変更後の持分法適用関連会社の数

　23社

【表示方法の変更】

平成21年度第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（四半期連結貸借対照表関係）

前第１四半期連結会計期間において、「有形固定資産」に含めて表示していた「建物及び構築物（純額）」「機械

装置及び運搬具（純額）」「工具、器具及び備品（純額）」「土地」「建設仮勘定」については、金額的重要性が増加

したため、当第１四半期連結会計期間より区分掲記することとした。

なお、前第１四半期連結会計期間の「有形固定資産」に含まれる「建物及び構築物（純額）」「機械装置及び運搬

具（純額）」「工具、器具及び備品（純額）」「土地」「建設仮勘定」はそれぞれ109,148百万円、191,801百万円、

105,266百万円、99,394百万円、12,441百万円である。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示していた

「定期預金の増減額（△は増加）」は金額的重要性が増加したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記するこ

ととした。

なお、前第１四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「定期預金の

増減額（△は増加）」は△23百万円である。

【簡便な会計処理】

平成21年度第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．棚卸資産の評価方法

　当第１四半期連結会計期間末における棚卸高は、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末に係る実地棚卸高を基礎とし

て合理的な方法により算出している。

２．固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している固定資産の減価償却費は、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して計算している。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

平成21年度第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

平成20年度末
（平成21年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 1,121,684百万円 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 1,100,730百万円

※２．担保資産 ※２．担保資産

担保に供されている資産で、企業集団の事業の運営

において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が認められるものは、以下の

とおりである。

　

担保に供されている資産（工場財団は除く）　 担保に供されている資産（工場財団は除く）

受取手形及び売掛金 3,157百万円　
商品及び製品　 16,485百万円
仕掛品　 3,111百万円
原材料及び貯蔵品　 1,335百万円
有形固定資産　 82,428百万円
その他 54,549百万円
計 161,067百万円

受取手形及び売掛金 5,142百万円　
商品及び製品　 27,422百万円
仕掛品　 1,938百万円
原材料及び貯蔵品　 1,409百万円
有形固定資産　 102,629百万円
その他 99,550百万円
計 238,091百万円

　３．保証債務等 　３．保証債務等

(１) 保証債務 (１) 保証債務

被保証者
保証金額
（百万円）

被保証債務の
内容

従業員
 
 

2,255
「社員財形住宅貸
金」等に係る銀行
借入金

その他 1,214銀行借入金他
計 3,470 

被保証者
保証金額
（百万円）

被保証債務の
内容

従業員
 
 

2,652
「社員財形住宅貸
金」等に係る銀行
借入金

その他 1,355銀行借入金他
計 4,007 

（２） 保証債務に準ずる債務 (２) 保証債務に準ずる債務

対象者
対象金額
（百万円）

対象債務の内容

イーグル・ウィングス・イ
ンダストリーズ・インク

1,488
銀行借入金
 
 

計 1,488 

対象者
対象金額
（百万円）

対象債務の内容

イーグル・ウィングス・イ
ンダストリーズ・インク

1,424
銀行借入金
 
 

計 1,424 

※４．債権流動化による譲渡残高が受取手形及び売掛金か

ら7,700百万円除かれている。

※４．債権流動化による譲渡残高が受取手形及び売掛金か

ら7,600百万円除かれている。

※５．当第１四半期連結会計期間末の無形固定資産には、

のれん97百万円が含まれている。

※５．当連結会計年度末の無形固定資産には、のれん98百

万円が含まれている。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

平成20年度第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

平成21年度第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日）

現金及び預金 355,789百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期
預金

△790百万円

有価証券（取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来する短期投
資）

8,555百万円

現金及び現金同等物 363,554百万円

（平成21年６月30日）

現金及び預金 137,617百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期
預金

△683百万円

有価証券（取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来する短期投
資）

4,176百万円

現金及び現金同等物 141,110百万円

 

（株主資本等関係）

平成21年度第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び平成21年度第１四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 5,537,956千株

優先株式 437千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 83千株
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

平成20年度第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 
自動車事業
（百万円）

金融事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                     

(１)外部顧客に対する売上高 606,891 3,206 610,098 － 610,098

(２)セグメント間の内部売上高又

は振替高
(35) － (35) 35 －

計 606,855 3,206 610,062 35 610,098

営業利益 8,799 1,021 9,821 35 9,856

平成21年度第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
自動車事業
（百万円）

金融事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                     

(１)外部顧客に対する売上高 256,193 2,922 259,115 － 259,115

(２)セグメント間の内部売上高又

は振替高
(17) － (17) 17 －

計 256,175 2,922 259,097 17 259,115

営業利益(又は営業損失) (30,200) 569 (29,631) 17 (29,613)

　（注）１．事業区分の方法は、産業区分及び市場の類似性に基づいている。

２．各事業区分の主要製品等

(１）自動車……乗用車等

(２）金融………販売金融等

３．会計処理の方法の変更

平成20年度第１四半期連結累計期間

（１）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（３）に記載のとおり、当

第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用している。これにより、従来の方法によった場合

と比較して、「自動車事業」について、営業利益が473百万円増加している。
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【所在地別セグメント情報】

平成20年度第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                 

(１)外部顧客に対する売上高 338,28776,980105,20429,28860,337610,098 － 610,098

(２)セグメント間の内部売上高

又は振替高
126,7905,333 9,764 55,293 112 197,294(197,294)－

計 465,07782,314114,96884,58260,449807,392(197,294)610,098

営業利益(又は営業損失) 8,661 (3,711)(1,997)6,515 1,215 10,684 (827) 9,856

平成21年度第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                 

(１)外部顧客に対する売上高 127,08530,75942,71820,47438,076259,115 － 259,115

(２)セグメント間の内部売上高

又は振替高
52,935 706 4,882 18,936 66 77,528 (77,528) －

計 180,02131,46647,60139,41138,143336,644(77,528)259,115

営業利益(又は営業損失) (25,880)(3,768)(1,863) 587 724 (30,200) 587 (29,613)

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度及び事業活動の相互関連性によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(１）北米………米国

(２）欧州………オランダ

(３）アジア……タイ、フィリピン

(４）その他……オーストラリア、ニュージーランド、Ｕ.Ａ.Ｅ.、プエルトリコ

３．会計処理の方法の変更

平成20年度第１四半期連結累計期間

（１）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（３）に記載のとおり、当

第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用している。これにより、従来の方法によった場合

と比較して、「アジア」について、営業利益が473百万円増加している。
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【海外売上高】

平成20年度第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 82,509222,97967,111142,962515,562

Ⅱ　連結売上高（百万円）                 610,098

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 13.5 36.6 11.0 23.4 84.5

平成21年度第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 北米 欧州 アジア オセアニア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 31,69350,46641,51331,29830,555185,528

Ⅱ　連結売上高（百万円）                     259,115

Ⅲ　連結売上高に占める

    海外売上高の割合（％）
12.2 19.5 16.0 12.1 11.8 71.6

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度及び事業活動の相互関連性によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(１）北米……………米国

(２）欧州……………オランダ、イタリア、ドイツ、ロシア、ウクライナ

(３）アジア…………タイ、マレーシア、台湾

(４）オセアニア……オーストラリア、ニュージーランド

(５）その他…………Ｕ.Ａ.Ｅ.、プエルトリコ

３．海外売上高は、四半期連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であ

　　る。

４．地域区分の変更

　　　従来、「その他」の地域に含めていた「オセアニア」の海外売上高は、連結売上高に占める割合が10％を

　　超えたため、当第１四半期連結会計期間より区分掲記している。

　　　なお、前第１四半期連結累計期間における「オセアニア」の海外売上高は50,470百万円、連結売上高に占

　　める海外売上高の割合は8.3％、「オセアニア」を除いた「その他」の地域の海外売上高は92,492百万円、

　　連結売上高に占める海外売上高の割合は15.1％である。
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（有価証券関係）

　平成21年度第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

　その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年

度の末日に比べて著しい変動が認められる。

種類
取得原価
（百万円）

四半期連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

株式 10,415 17,361 6,945

合計 10,415 17,361 6,945

（注）時価が著しく下落し回復の見込みがないと判断されるものは減損処理を実施し、

減損処理後の帳簿価額を取得原価として記載している。 

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

平成21年度第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

平成20年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 △44.33円 １株当たり純資産額 △40.47円

２．１株当たり四半期純利益金額等

平成20年度第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

平成21年度第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1.86円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
1.13円

１株当たり四半期純損失金額 4.77円

　

　

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

純損失であるため記載していない。

　（注）　１株当たり四半期純利益（純損失）金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以

下のとおりである。

 

平成20年度第１四半期
連結累計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

平成21年度第１四半期
連結累計期間

（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益（純損失）金額 　 　

四半期純利益（純損失△）（百万円） 10,298 △26,436

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（純損失△）

（百万円）
10,298 △26,436

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,537,817 5,537,816

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 3,590,650 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

───── ───── 
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（重要な後発事象）

平成21年度第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

多額な新規資金調達の実施

当社は平成21年７月28日付で、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をアレンジャーとして、下記の通りシンジケーション（協

調融資）方式の中期タームローン契約を締結し、平成21年７月31日付で借入を実行した。調達した資金は、新車投入等に

伴う設備投資に充当する予定である。

(1) 契約締結日

平成21年７月28日

(2) 借入実行日　

平成21年７月31日

(3) 借入金額　

749億円

(4) 借入期間　

平成21年７月31日から平成23年３月31日

(5) 参加金融機関　

アレンジャーを含め計29社

(6) 担保　

なし　
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２【その他】

　該当事項はない。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月８日

三菱自動車工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上田　雅之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 武内　清信　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　邦夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三菱自動車工業株式

会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三菱自動車工業株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

　  四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は、当第１四半期連

  結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」を適用している。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月７日

三菱自動車工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上田　雅之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 武内　清信　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　邦夫　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三菱自動車工業株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三菱自動車工業株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかった。　

追記情報

「重要な後発事象」に記載のとおり、会社は平成21年７月28日にシンジケーション方式の中期タームローン契約を締

結し、平成21年７月31日に借入を実行した。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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